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次     第 
 
１．開  会 
 
２．挨  拶 
 
３．議  題 

（１）新生児聴覚スクリーニングについて（報告・協議） 【資料１-１・１-２】 

  

（２）みえ出産前後保健指導事業検討部会について（報告・協議） 【資料２】 

 

 （３）産前産後の親子安心サポート事業について（報告・協議） 【資料なし】 

 

（４）乳幼児保健部会について（報告・協議） 【資料３-１、２、３、４、５、６、７】 

 

（５）母子・乳幼児保健合同講習会について（報告・協議） 【資料４-１・４-２】 

 

（６）その他 

 

 

 

 

 

 

 



(令和7.4)
所在地及び医療機関名 電話番号

Ｅ－ｍａｉｌ FAX番号

桑名市大字矢田419-1（小塚産婦人科） 0594(22)0939

yk0123@jadeoplala.or.jp 0594(22)6090

いなべ市員弁町大泉2512-1（いなべこどもクリニック） 0594(84)0123

0594(84)0124

四日市市川島町6842-1（おばたﾚﾃﾞｨｰｽｸﾘﾆｯｸ） 059(320)1212

obat0326@yokkaichi-med.com 059(320)1211

鈴鹿市白子1丁目1-7（北村記念しばた小児科医院） 059(386)0362

shibatagmc@yahoo.co.jp 059(388)0862

亀山市東台町1-17（落合小児科医院） 0595(82)0121

zin-o@siren.ocn.ne.jp 0595(83)4672

津市栄町1丁目857-1（うめもとこどもｸﾘﾆｯｸ） 059(222)2332

umemasa@outlook.com 059(222)2338

津市久居中町254-11（やましろ小児科） 059(256)8855

ped-8046@ztv.ne.jp 059(256)8839

松阪市殿町1466-41（鷲尾小児科） 0598(21)7137

wasshii@lion.ocn.ne.jp 0598(23)5231

伊勢市小俣町相合480（やまなかこどもｸﾘﾆｯｸ） 0596(20)8005

y-clinic@amigo2.ne.jp 0596(20)8006

鳥羽市大明西町3-20（はね小児科医院） 0599(25)1515

doushin@poppy.ocn.ne.jp 0599(25)1516

尾鷲市朝日町12-4（澤田医院） 0597(22)0062

sawada-m-c@cronos.ocn.ne.jp 0597(23)0062

熊野市有馬町201（大石産婦人科医院） 0597(89)1717

mko-gyob@agate.plala.or.jp 0597(89)1718

伊賀市小田町258-1（ゆめこどもｸﾘﾆｯｸ伊賀） 0595(24)7600

yumekodomo.com 0595(24)7601

名張市鴻之台3番町24-2（なばりこどもｸﾘﾆｯｸ） 0595(62)2105

hideki@inamochi.net 0595(62)2104

四日市市川島町6842-1（おばたﾚﾃﾞｨｰｽｸﾘﾆｯｸ） 059(320)1212

obat0326@yokkaichi-med.com 059(320)1211

亀山市東台町1-17（落合小児科医院） 0595(82)0121

zin-o@siren.ocn.ne.jp 0595(83)4672

津市江戸橋二丁目174（三重大学医学部附属病院） 059(232)1111

hirayama@med.mie-u.ac.jp 059(231)5213

津市江戸橋二丁目174（三重大学医学部附属病院） 059(232)1111

hirayama@med.mie-u.ac.jp 059(231)5213

津市江戸橋二丁目174（三重大学医学部附属病院） 059(232)1111

eijikon@med.mie-u.ac.jp 059(231)5202

津市大里窪田町357（三重病院） 059(232)2531

masuda.sawako.tk@mail.hosp.go.jp 059(232)5994

津市広明町13（県 医療保健部) 059(224)2248

kosuke_kurihara@yahoo.co.jp 059(224)2270

津市広明町13（県 子育て支援課 母子保健班） 059(224)2248

kataum00@pref.mie.lg.jp 059(224)2270

津市広明町13（県 子育て支援課 母子保健班) 059(224)2248

ishihh00@pref.mie.lg.jp 059(224)2270

津市大里窪田町340番5（三重県立子ども心身発達医療センター） 059(253)2000

059(253)2027

鳥羽市大明東町2－5　(鳥羽市保健福祉センターひだまり) 0599(25)1182

hiroka-m@city.toba.lg.jp 0599(25)1154

津市久居井戸山町45-5（のむら小児科） 059(254)1234

nomuracop@nifty.com 059(254)1500

松阪市山室町2275（南勢病院） 0598(29)1721

nansei@mctv.ne.jp 0598(29)0096

鈴鹿市北江島町17-15（駒田医院） 059(386)0507

mdr@komada.jp 059(388)3332

四日市市智積町6147（さかくら耳鼻咽喉科） 059(326)3390

kenji0911@sky.plala.or.jp 059(326)6709
〃 坂　倉　健　二 512-1212

県医師会
理　　事

齋　藤　洋　一 510-0052

〃 駒　田　幹　彦 510-0232

三重県立子ども心身発達医療センター
発達総合支援部　部長 小　端　千　津 514-0125

県医師会
副 会 長

野　村　豊　樹 514-1114

三重県市町保健師協議会
副会長

澤　田　博　華 517-0022

三重県子ども・福祉部
子どもの育ち支援課

課長補佐兼班長
西　野　三　佳 514-8570

三重県子ども・福祉部
子どもの育ち支援課

主査
山　川　秀　美 514-8570

新生児聴覚スクリーニング
検討会

増　田　佐和子 514-0125

三重県医療保健部
医療政策総括監

栗　原　康　輔 514-8570

三重大学大学院医学系研究科
臨床医学系講座小児科学分野

教授
平　山　雅　浩 514-8507

三重大学大学院医学系研究科生命医科学専攻
臨床医学系講座産科婦人科学分野 教授 近　藤　英　司 514-8507

三重県小児科医会
会長

落　合　　　仁 519-0122

三重県小児保健協会
会長

平　山　雅　浩 514-8507

名　賀 稲　持　英　樹 518-0723

三重県産婦人科医会
会長

小　畑　英　慎 512-0934

郡
　
市
　
医
　
師
　
会

桑　名 小　塚　良　允 511-0821

いなべ 出　口　美智子 511-0224

紀　南 大　石　基　夫 519-4325

伊　賀 加　納　友　環 518-0825

志　摩 羽　根　靖　之 517-0023

紀　北 澤　田　隆　裕 519-3611

松阪地区 鷲　尾　節　子 515-0073

伊勢地区 山　中　弘　文 519-0502

津地区 梅　本　正　和 514-0004

久居一志地区 山　城　洋　樹 514-1107

小　畑　英　慎 512-0934

亀　山 落　合　　　仁 519-0122

鈴鹿市 柴　田　丈　夫 510-0243

四日市

公益社団法人三重県医師会
母子・乳幼児保健委員会委員名簿

区分 氏　　　名 郵便番号
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　　　　　　　　 　　　　　総数２６名

出欠 郡市別・役職名 氏　　　名 備　　考

出 桑 名 小 塚 良 允

出 い な べ 出 口 美 智 子

出 四 日 市 小 畑 英 慎

欠 鈴 鹿 市 柴 田 丈 夫

出 亀 山 落 合 仁 副委員長

出 津 地 区 梅 本 正 和

出 久 居 一 志 地 区 山 城 洋 樹

出 松 阪 地 区 鷲 尾 節 子

Web 伊 勢 地 区 山 中 弘 文

Web 志 摩 羽 根 靖 之

Web 紀 北 澤 田 隆 裕

欠 紀 南 大 石 基 夫

Web 伊 賀 加 納 友 環

出 名 賀 稲 持 英 樹

三 重 県 産 婦 人 科 医 会 会 長 小 畑 英 慎 委員長

三 重 県 小 児 科 医 会 会 長 落 合 仁

三 重 県 小 児 保 健 協 会 会 長 平 山 雅 浩

Web
三重大学大学院医学系研究科臨床医学系講座
小 児 科 学 分 野 教 授 平 山 雅 浩

Web
三 重 大 学 大 学 院 医 学 系 研 究 科
産 科 婦 人 科 学 教 室 教 授 近 藤 英 司

出 新 生 児 聴 覚 ス ク リ ー ニ ン グ 検 討 会 増 田 佐 和 子

出 三 重 県 医 療 保 健 部 医 療 政 策 監 栗 原 康 輔

出
三 重 県 子 ど も ・ 福 祉 部
子どもの育ち支援課 母子保健班 班長 西 野 三 佳

出
三 重 県 子 ど も ・ 福 祉 部
子ど も の育ち支 援課 母子 保健班 主査 山 川 秀 美

出
三重県立子ども心身発達医療センター
発 達 総 合 支 援 部 部 長 小 端 千 津

Web 三 重 県 市 町 保 健 師 協 議 会 副 会 長 澤 田 博 華

出 副 会 長 野 村 豊 樹

Web 理 事 齋 藤 洋 一

出 〃 駒 田 幹 彦

出 〃 坂 倉 健 二

７月３日(木) 三重県医師会母子・乳幼児保健委員会　出席者名簿

出： ２４名
うちZOOM　８名

欠： ２名



公益社団法人三重県医師会 母子・乳幼児保健委員会規程 
 
 
１．本委員会は、新しい母子健診システムの検討、出産前後保健指導事業（ペ

リネイタル・ビジット）等による地域連携の検討、母子保健事業への提言、

並びに乳幼児健診や園医活動を中心とする乳幼児保健事業の向上・推進を

はかるため、公益社団法人三重県医師会定款第５８条の規定に基づきこれ

を設ける。 
 

２．本委員会の委員は、母子・乳幼児保健を担当する会員の中から各郡市医師

会より１名の割合で推薦を受け、会長がこれを委嘱する。 
 
３．上記の他、会長は本委員会委員として、適任者若干名を直接委嘱すること

ができる。 
 
４．本委員会委員の委嘱期間は委嘱した会長の任期とする。 
 
５．本委員会の会務を総理し、運営をはかるため、委員の互選により委員長１

名、副委員長１名をおく。 
 
６．本委員会は、必要に応じ招集するものとし、その審議結果は理事会に諮

り、これを執行するものとする。 
 
７．本委員会の運営並びに活動の推進をはかるため、必要に応じて小委員会・

部会を設けることができる。 
 
８．本規程の改廃は、本会理事会の議決を経なければならない。 
 
 
（附則） 
 ・この規程は、平成２７年６月２５日より施行する。 
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開催日時：令和６年10月27日�

午後１時30分～同３時30分

開催場所：三重県医師会館 大ホール (Web併用)

出 席 者：約57名（医師22名、行政関係者等10名、

Web受講者25名）

〔講演内容抄録〕

【第１部：情報提供＜三重県における新生児聴覚

スクリーニングの最新の取り組み＞】

� 三重県新生児・小児聴覚検査情報データベー

スシステムについて

三重県子ども・福祉部子どもの育ち支援課長

世古千浪

三重県では、難聴児を早期に発見し、適切な療

育支援につなげることを目的として、本年３月よ

り「新生児・小児聴覚検査情報データベースシス

テム」の運用を開始しています。

新生児聴覚スクリーニング検査の結果がリファー

（要再検）の場合、これまでは医療機関が紙の連

絡票を市町へ送付し、市町はその情報をもとに、

新生児訪問や乳児家庭全戸訪問、電話での保護者

への確認、あるいは医療機関からの情報提供を受

け、精密検査の結果を把握し、保護者支援に活用

する流れとなっていました。

しかしながら、情報収集や管理の方法、支援内

容については各市町の判断に委ねられており、結

果として、精密検査を受けたかどうか、療育支援

につながったかどうか、療育支援に継続して通っ

ているか、等の情報が把握されていないケースが

あるとされていました。

こうした課題を解決し、早期に適切な支援につ

ながらない子をなくすため、リファー児や難聴児

の情報をデータベース化し、関係機関でリアルタ

イムに情報を共有する仕組みとして、本システム

報報 告告

令和６年度

新生児聴覚スクリーニングに関する講習会

資料１-１

谷口 由樹
ハイライト表示
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を導入しました。

令和６年10月18日現在、県内30の分娩取扱医療

機関にシステムへの参加をご依頼し、うち25施設

にご協力いただいており、実際に14施設において

リファー児の情報を入力いただいています。デー

タベースに登録された児童は26名で、その内訳は

両耳リファー児が７名、左右いずれかのリファー

児が17名、県外からの転入等で登録された児童が

２名です。

こうした情報はシステムを通じて、児童の居住

地の市町、精密検査機関、療育機関、県など限定

された範囲内で共有されており、それぞれの機関

が必要な支援を提供しています。

今後も関係者の皆さまのご協力をいただきなが

ら、データベースシステムのさらなる活用をめざ

して取り組んでまいりますので、引き続きのご理

解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

� 「三重県における新生児聴覚スクリーニング

の手引き」改訂のポイント

独立行政法人国立病院機構三重病院

耳鼻いんこう科部長 増田佐和子

はじめに

2024年４月に「三重県における新生児聴覚スク

リーニングの手引き」が改訂され、①先天性サイ

トメガロウイルス（cCMV）感染症に関する情報

と②新生児・小児聴覚検査情報データベースシス

テムに関する情報 が追加になり、③補聴器購入

費助成金制度に関する情報 が更新されました。

ここでは①について詳細を述べ、②と③について

はそれぞれのご講演に譲ります。

昨年10月のこども家庭庁の通達で、「検査を実

施する医療機関は、新生児聴覚検査の確認検査で

リファー（要再検）となったケースについて、

cCMV感染症の検査を遅滞なく実施できる体制を整

える等の検査体制の整備や適切な対応を行うこと」

とされました。これは、症候性cCMV感染症に対す

る抗ウイルス薬が保険適用になったこと、ガイド

ライン1）などにより新生児聴覚スクリーニング（NHS）

リファー児における生後21日以内の本症の検査が

推奨されたことに基づいています。

cCMV感染症関連のポイント

１.リファー児におけるcCMV感染症の検査の実施

NHSでリファーであった場合は、生後21日以

内に液体尿を用い等温核酸増幅法によるCMV核

酸検出を行います。この方法は保険適用となっ

ていますが、他の方法での検査や21日を過ぎた

場合は保険適用外となります。

２.聴覚精査機関への紹介の留意点

リファー児を二次聴力検査機関または精密聴

力検査機関に紹介するときは、予約時にCMV検

査の結果を伝えます。結果が出ていない場合は、

後日判明し次第紹介先に伝えるようにします。

３.リファー児のcCMV感染症検査陽性例への対応

NHSがリファーでcCMV検査が陽性であった場

合は、精査を急ぐ必要があります。感音難聴を

含む中等度および重度の症候をもつ生後２か月

以内の症候性cCMV感染症において、抗ウイルス

薬治療による難聴に対する効果が示されていま

す2）。そこでNHS実施期間においてはリファーで

cCMV検査陽性の場合、二次機関を介さずに直接

精密聴力検査機関に連絡し、検査陽性を伝え、

同時に小児科医療機関にも紹介します。精密聴

力検査機関は生後６週くらいまでに難聴の確定

診断を行い、小児科と連携して治療を検討しま

す。

おわりに

これらのポイントを含めた新たなフローチャー

トを作成し、紹介先の情報を掲載しました（図１）。

また問い合わせ先として、三重大学産婦人科の鳥

谷部邦明先生の連絡先を掲載しています。関係機

関の皆様のご協力に感謝申し上げますとともに、

今後とも何卒よろしくお願いいたします。

文献

１）日本医療研究開発機構 成育疾患克服等総合

研究事業―BIRTHDAY症候性先天性サイトメガロ

図１ 新生児聴覚スクリーニングからの流れと紹

介先



ウイルス感染症を対象としたバルガンシクロビ

ル治療の開発研究班 編：先天性サイトメガロ

ウイルス感染症診療ガイドライン2023．診断と

治療社；2023

２） MoriokaI,etal.Oralvalganciclovir

therapyininfantsaged＜2monthswithco-

ngenitalcytomegalovirusdisease:Amulti-

center,single-arm,open-labelclinical

trialinJapan.JClinMed.2022;11:3582.

� 三重県聴覚障がい児補聴器購入費用助成事業

の改定と活用状況について

三重県立子ども心身発達医療センター

難聴児支援課 言語聴覚士 岡田留美

令和５年度の相談実人数226人のうち、約７割

が身体障害者手帳に該当しない軽・中等度難聴児

であった（図１）。

新生児聴覚スクリーニング検査の普及に伴い、

軽・中等度難聴児の乳児期早期の発見が可能となっ

た。補聴器の装用効果も高いと言われている。一

方で、ある程度の聴覚反応や言語表出が見られる

ため、家族が難聴を受け入れ難い場合がある。ま

た、身体障害者非該当で公的な支援がないため補

聴器装用について保護者の経済的負担が大きいこ

とが考えられる。そこで、三重県では平成18年度

より身体障害者手帳交付の対象とならない聴覚障

がい児を対象に三重県聴覚障がい児補聴器購入費

用助成事業を開始した（図２）。

事業の改定

事業開始から18年経過するが、その間に改定が

行われてきた。年齢、聴力など助成対象が拡大さ

れ、平成30年度より補聴援助システムも助成の対

象となった。また、今年度より所得制限と助成の

回数制限が撤廃された（ただし、原則申請は５年

に１回）。しかし、助成金額は購入費用の1/3、た

だし５万を上限とし片耳の場合は２万５千を上限

としており、これは18年間改定されていない（表

１）。

助成決定件数の推移

平成18年から令和５年度までの助成決定件数は、

補聴器が283件、補聴援助システムが32件の合計

315件であった（図３）。

事業利用児の補聴器活用状況

助成を受けた保護者は、助成決定後、３ヶ月経

過後から６ヶ月以内に補聴器の装用状況や助成事

三 重 医 報令和６年12月１日発行 第 769号

―18―

図１ 令和５年度難聴児支援課相談実人数内訳

（身体障害者手帳取得状況）

図２ 三重県聴覚障がい児補聴器購入費助成事業

表１ 事業の改定

図３ 助成決定件数
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業に関することを記入し、報告することとなって

いる。令和３年度から５年度に提出された56名の

経過報告書について保護者同意のうえ、まとめた

結果を示す。

図ａより装用時間は常時装用が62％であり、全

く装用していないという児童はいなかった。補聴

器は役立っていると思うか、との質問には93％の

方が役立っていると答えた。

図ｂより、補聴器が役立っていると思う理由は、

音や呼びかけへの気付き、表出語彙の増加、傾聴

態度の変化が上位を占めている。行動面の変化、

発声の増加、構音の改善、話すことが増えた、聞

き返しが減ったなどの理由もあった。

図ｃより、61％の方が「当事業が補聴器購入の

きっかけになった」と回答している。どちらとも

言えない、きっかけにならなかったと答えた方合

わせて39％のうち10名は助成がなくても必要なも

のだから購入した、との理由であった。

図ｄの事業に関する自由記載より、事業の良い

点として、補聴器購入費用の負担軽減に関するこ

とや補聴器装用のきっかけとなったなどがあった。

図ｅより、その一方で事業の改善を求める意見

もあった。助成額が少ないという意見が１番多く、

身体障害者手帳との差など助成額以外にも支援を

望む声もあった。

当事業を身体障害者手帳と県外自治体の助成事

業代表例と比較すると、本県の助成額は手帳取得

者や他の自治体に比べて少なく、保護者の自己負

担額が多くなっている。他の自治体では都道府県

と市町村が助成しているためと考えられる。今後

は本県においても市や町の協力が求められる。

まとめ

全国にさきがけて平成18年度より三重県補聴器

購入費用助成事業を開始し、18年間の助成決定件

数は315件であった。令和３～５年に提出された

56名の経過報告書からもおおむね事業の成果は見

られていると言えるだろう。一方で改定は進めて

きたものの、保護者からは助成額の増額など、身

体障害者手帳や他の自治体と同等の内容を求める

要望がある。
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【第２部：特別講演】

『新生児聴覚スクリーニングと先天性サイトメガ

ロウイルス感染症』

日本大学医学部小児科学系小児科学分野

主任教授 森岡一朗

先天性サイトメガロウイルス（CMV）感染症は、

2018年に新生児尿のCMV核酸検査体外診断試薬キッ

トが保険承認され、全国のどこの施設でも確定診

断できるようになった。同年12月に抗ウイルス薬

であるバルガンシクロビルドライシロップが日本

でも発売され、2020年から医師主導治験を行い、

その成果により2023年に症候性先天性CMV感染症

に対するバルガンシクロビル治療が世界で初めて

薬事承認され、一般診療で使用可能になった（図

１）。また、先天性CMV診療ガイドライン2023が発

行され、我が国において、先天性CMV感染症に対

する診療環境は徐々に整備されつつある。

この先天性CMV感染の確定診断は、「生後３週以

内」、症候性先天性CMV感染症に対するVGCV治療は、

「生後２か月以内」という期限があるため、早期

発見が重要となる（図１）。症候性先天性CMV感染

症の重要な臨床症状の１つに、聴力障害（難聴）

があり、症候性先天性CMV感染の早期発見の手段

の１つに、新生児聴覚スクリーニングが注目され

ている。現在、1-3-6ルールに従い、生後１か月

までに新生児聴覚スクリーニング、３か月までに

確定診断、６か月までに補聴器開始する。新生児

聴覚スクリーニングを受検することにより生後６

か月以内に療育を開始できる確率は20倍に上昇、

療育を６か月以内に開始した児が良好な言語性コ

ミュニケーション能力を獲得する確率は３倍に上

昇するという素晴らしい成果を上げている。しか

し、新生児聴覚スクリーニングが生後１か月まで、

難聴の確定診断が３か月まででは、前述の先天性

CMV感染症の確定診断や治療には間に合わない。

2023年10月に、こども家庭庁から「新生児聴覚

検査の実施について」の改正が発出された。新生

児聴覚スクリーニングrefer（要再検）となった

場合、「確認検査においても、リファー（要再検）

の場合は、生後３週間以内の先天性CMV感染症の

検査を実施することが推奨されていることに留意

し、適切な対応を行うこと」と示されている。つ

まり、新生児聴覚スクリーニングrefer（要再検）

児は、生後21日以内に先天性CMV感染の確定検査

を推奨するというものである。

また、先天性CMV感染による難聴は、遅発性進

行性という特徴があることから、新生児聴覚スク

リーニングでは、先天性CMV感染による難聴症例

の全例を検出できない。これらの児も早期発見し、

早期対応できるように、新生児全例に対するユニ

バーサルスクリーニングが検討されている。すで

に、新生児ろ紙尿CMVスクリーニング検査は社会

実装が完了し、株式会社シノテスト サイエンス・

ラボで受託検査が開始され、実診療において施行

可能である（https://www.ssl-inc.co.jp/cmvtop.

html）。課題は、マススクリーニングにより多く

発見される無症候性感染に対する対応と医療体制

の整備である。耳鼻咽喉科、小児科、産科の医療

連携がますます重要性が増す疾患である。



（案）

令和７年度 新生児聴覚スクリーニングに関する講習会

１．開催日時：令和７年１０月１９日（日） 午後１時３０分～同３時３０分 

２．開催場所：津市桜橋二丁目１９１番４（津駅より東へ徒歩約１０分）

「三重県医師会館」 TEL 059-228-3822 

３．対 象 者：医師、難聴児療育関係者、行政関係者、保健師 等

４．講  演：

【第１部：情報提供：三重県における最新の取り組み】〈午後1時 30分～同2時30分〉 
（座 長）三重県医師会 理事   坂 倉 健 二 氏 

①『新生児聴覚スクリーニング調査結果について（仮）』（30 分） 

（講 師）てらだ産婦人科 院長       寺 田   厚 氏 

②『聾学校の乳幼児教育相談について（仮）』（20 分） 

（講 師）三重県立聾学校 乳幼児教育相談担当 晒 名 栄 子 氏 

③『三重県のデータベースシステムの運用状況に関するご報告（仮）』（10 分） 

（講 師）三重県子ども・福祉部

子どもの育ち支援課 係長  岡 田   登 氏 

【第２部：特別講演】〈午後2時30分～同3時 30分（60分）〉 
（座 長）三重県産婦人科医会 会長 小 畑 英 慎 氏 

『新生児聴覚スクリーニングとその後の支援体制の現状と課題（仮）』（60 分） 

（講 師）東京大学医学部附属病院

耳鼻咽喉科・頭頸部外科准教授  樫 尾 明 憲 氏 

主  催 公益社団法人 三重県医師会

（共催予定）三重県 ／ 日本耳鼻咽喉科頭頚部外科学会三重県地方部会 ／

三重県産婦人科医会 ／ 三重県小児科医会

資料１-２



みえ出産前後からの親子支援事業（産婦人科）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

桑名総合医療センター 1 11 11

市立四日市病院 11 23 6

三重県立総合医療センター 8 9 15

三重中央医療センター 50 50 35

伊勢赤十字病院 0 3 4

その他　病院・診療所 4 6 8

合計 74 102 79

資料２
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開催日時：令和６年10月31日� 午後５時

開催場所：三重県医師会館 代議員会室

議事概要

� 部会長（１名）・副部会長（１名）の選出に

ついて

部会長に落合 仁、副部会長に杉野典子先生が

選出され承認された。

� １か月児・５歳児健康診査関係について

医師会の母子・乳幼児保健委員会としては、１

か月児健診はみえ出産前後保健指導事業検討部会

が担当、５歳児健診は乳幼児保健部会担当の方針

だが、１か月児健診については小児科側からも意

見していきたい。

田中委員：資料１を基に県が調査した１か月児

健診の各市町の実施状況を報告。

落合：補助単価を４か月児、10か月児健診のよ

うに県下統一の価格設定まで上げていきたい。各

市町で補助単価が違うが、県の補助にも期待した

い。

稲持委員：四日市市や津市は以前より補助をして

いた。事業の名前が変わっただけ。前回の会議

でも受診率を問うたが県の調査はあったか。全

国でまだ５％実施されていない現状もある。

田中委員：受診率はまだ出ていない。

西﨑委員：来年小児科医会と相談しながら進めて

いくための準備の予算は来年度予算として申請

した。

落合：集合契約については、母子保健のしおり作

成時には半分の市町が反対であった。今回は希

望しないのは４市町のみであり、集合契約は期

待できそう。

稲持委員：希望しない市町はいずれも分娩施設が

ない市町。名張市も今年度中に分娩施設がゼロ

になる。

落合：名張市の１か月児健診は市外もしくは県外

に出ているということか。受診率の確認を県へ

依頼したい。

報報 告告

令和６年度第１回乳幼児保健部会

資料３-１
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� 小児（発達障害等）の受け入れに関する周知

について

新しい医療提供体制の枠組みを構築することを

目的に小児（発達障害等）の受け入れが可能な精

神科・心療内科の医療機関名簿を作成する。昨年

行った「三重県下で精神科・心療内科を標榜する

医療機関に対する小児（発達障害等）の受け入れ

に関する調査」にて15歳以下の小児の発達障害等

について受け入れ可能または受け入れる予定があ

ると回答した医療機関に名簿への掲載が可能かど

うか調査する。名簿は三重県医師会で小児科・精

神科を主たる診療科として登録している会員医療

機関、三重県小児科医会会員及び三重県教育委員

会に書面をもって周知する。

� 乳幼児保健講習会の開催について

本年度は母子保健講習会と合同で「母子・乳幼

児保健講習会」を開催する。

詳細については次のとおり。

開催日時：令和７年２月９日�

午後１時30分～同４時35分

【講演１】午後１時30分～

『子どものヘルス・スーパービジョン』

（講師）特定医療法人生仁会 須田病院 医師

阪下和美 氏

【講演２】午後２時30分～

『乳幼児期の食生活支援』

※資料詳細は事務局まで
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（講師）大阪府立病院機構

大阪母子医療センター 栄養管理室

室長 西本裕紀子 氏

【講演３】午後３時35分～

『大学病院精神科から見た周産期メンタルヘル

スケア』

（講師）三重大学医学部附属病院精神科神経科

講師 福山孝治 氏

岡野先生が担当されていた周産期メンタルヘル

スケアを現在担当していただいている福山先生に

ご講演いただく。

淀谷委員：三重大学医学部附属病院へ精神疾患は

集約されているが、産後は精神科のみが担当し

産科のフォローはなく、小児科も県内広いため

大学ではフォローせずかかりつけ医への情報提

供で終了している状況。

梅本委員：精神科の連携は保健所の精神保健担当

保健師と連携するといいのではないか。ママ元

気ネットワークや市町の保健師などのネットワー

クがあればいいと思う。

西﨑委員：子どもから老人までの年代を超えて担

当をする保健師の在り方から、業務分担制にな

り、また元に戻っている。現状は市町の母子保

健担当の保健師が保健所の保健師よりも情報を

つかんでいる。名張市のネウボラ、まちの保健

室のようなシステムが理想。

� ４か月児健診における問診票の改訂について

田中委員より情報提供。令和７年４月より健や

か親子21に合わせた表現に記載を修正し、問診票

の差し替えを各医療機関に依頼する。直前に再度

通達予定。

� 委員の追加について

５歳児健診と就学相談の連携を強化するため、

本会の委員に三重県教育委員会より１名推薦いた

だく予定。次回より出席いただくように調整。

� 発達障害連続講座について

齋藤理事：成人専門の精神科医の中には小児を

診察する不安のある医師もいるためこの講座に参

加する機会をもてるように、三重県精神科医会、

精神科病院にも情報提供をしてほしい。

次回開催は５歳児健診をメインテーマに。県と

しては名張市の方法を取り入れて県内各市町に広

げていきたい。

（部会長 落合 仁 記）
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開催日時：令和６年12月12日� 午後１時30分

開催場所：三重県医師会館 代議員会室

議事概要

１．挨拶：野村副会長より開催挨拶

５歳児健診の整備について危機感をもって対応

をしていかなければいけないと挨拶された。

２．新委員の紹介

木平先生より挨拶：今年度新しく就任。診療日

が木曜日で部会は途中退席予定。

栢先生より挨拶：教員籍。今回の部会より新し

く就任。

３．協議事項

� １か月児・５歳児健康診査関係について

〇落合：12月11日中部９県の小児科学会、小児

科医会、各大学教授、小児病院長（チェアパー

ソン）が１か月、５歳児健診の普及について

討議。５歳児健診の普及率が低く国庫補助の

消滅の可能性があるため、各県で（資料４）

推進体制コンソーシアムの構築を行っていく

方針となった。

５歳児健診は就学前健診としての位置づけ

であるが、小児科医だけでは人員が足らず、

内科医の協力も必要。各郡市医師会を通じて

内科にも依頼予定。実施主体は自治体だが、

県としてこの事業推進をまとめていく方針。

三重県では大学がイニシアティブをとるべき

かどうか。これまでの経緯から県医師会主導

で構築していきたい。みえ出産前後事業もあ

り、もともと周産期との連携ができている。

１か月児健診は産科の協力が必要と考える。

平山教授にもコンソーシアムをこの県医師会

の母子保健委員を中心に構成し設立すること

を進言、教授より大学スタッフのチェアパー

ソンとして豊田秀美先生が昨日指名され、本

人の了承を得た(資料４のご依頼したいタス

クを参考)。

アドボック委員会では三重県は中部ブロッ

クに入るが、意見交換をブロック単位で行っ

ていくかは未定。三重県としては、県にも構

築事業に入ってほしい。教育委員会の協力が

必要。

〇田中委員：（資料２参考）５歳児健診の実情

についての調査報告。

国が定めた要項に従うことは難しいが、一

部市町は来年度、再来年度にモデル事業とし

て園を決めて実施予定。国の補助金を活用し

ない自治体ですでに実施しているものはある。

アンケート調査を実施してフォローしている

市町もある。各市町が実施可能な範囲で取り

組んでいる状況。

〇野村副会長：紀北町はいち早く県の代表のよ

うに実施しているのに、実施なしのカウント

にしているのはおかしい。

〇田中委員：紀北町は就学前健診の中で健診を

実施しており、５歳児健診と内容は同じよう

なものだが、予算が国の就学前健診の予算を

使っているので、この補助金は活用していな

い事になる。

〇落合：今回の５歳児健診の位置づけを県がど

のように考えているのか、ワンポイント健診

なのか連続健診なのか。ブライトフューチャー

の考えが重要。産科の健診回数よりも子ども

の公的な健診は２回しかない、補助の差を重

要視。県としては名張方式を基本としていき

たい。実施予定なしの22自治体の数に驚き。

交付金対象として認知してもらえるように活

動したい。国庫金補助金は15億円あるが暫定

的。２～３年で利用率が低いと予算処理をは

ずす方針とのこと。現在実施しているもので

も交付対象になる方法を考え、県医師会から

も発していきたい。

〇西﨑委員：県としては市町に５歳児健診実施

を引き続き依頼し、できる限りの支援を含め

て進めていく。すでに課題がいろいろ市町か

報報 告告

令和６年度第２回乳幼児保健部会
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ら出されているが県では解決できないことも

ある。

〇野村副会長：５歳児健診を実施することに対

する疑問もある。こども家庭庁の提示した方

法が定着するのは無理がある。実施している

ところを別の方法に替えるのは難しい。提示

された方法が本当に正しい方法か考えながら

進めていく必要がある。

〇落合：埼玉では５歳児健診を行うには、健診

を3000回予定することになり、各回スタッフ

19名が必要と岡先生（埼玉医大）が話されて

いた。亀山市は年間500人、健診１回あたり

20人。30人だと心理士評価で滞り厳しい。必

要なスタッフは18名、スタッフの拘束時間は

４時間。理想は一人３分を目指す。だいたい

１分30～50秒で診察していくと流れが止まら

ない。その後カンファレンスで拾い上げが必

要。各委員は５歳児ポータルサイトで方法の

確認を。

〇水谷委員：四日市は年間2400人。現在はアン

ケート実施で、要項通りの実施は人員的に難

しい。１歳や３歳児健診と同じようにすると

医師、保健師の数が足らない。

〇落合：CLMの勉強をした人に積極的にチーム

に入ってもらい行政側の中心に入ってもらう

ことはできないか。

〇西﨑委員：研修自体は今年度４名、だいたい

毎年度４～５名。教員、保育士。県へ出向１

年間としての扱い。CLMの導入率も県下61.1

％。毎年しているかどうかや実際にアドバイ

ザーがどれぐらい動けるのかは不明。毎年で

きたり、途切れたりもある。

〇落合：保育園を活用していければよい。５歳

児健診の国庫補助の目標は実施率60％らしい。

〇田中委員：国の補助金開始前に申請するかの

質問を各自治体にしたが、令和５年度は１～

２自治体が手を上げていた（鈴鹿市、名張市）。

でも実際に申請したのは０自治体。

〇落合：これまで通り各自治体が自前でできる

のだったら国庫補助はいらないのではないか、

申請するのが大変だったら自治体でできます

よねというのが国の意見。各市町別に分析が

必要、県に依頼したい。

鈴鹿市は現在の状況でも拾い上げられるの

に、国は全員の健診を目的にしているので補

助金対象にはならず。拾い上げ方式でも一定

成果がでることを国に明らかにすべき。

〇駒田理事：鈴鹿市は５歳児健診で小児科医が

立ち会っていないことが問題だった。園で実

施していることが園医が参加しているという

ことにならないのか。国の返答待ち。内科医

が園医の半分で、内科医がみるのは不可能。

あくまで小児科が管轄すべき。

〇落合：５歳児健診は、内科小児科医がスクリー

ンをかけて、こころの相談医またはかかりつ

け医へ相談、その後専門機関に流すのはそこ

から考えようという流れが考えられる。

〇早川委員：津市は園医が小児科医であれば自

前でしている。春秋に。三重県は小児科医が

多いわけではない。小児科医が担当している

園でしか実施していない。

〇落合：実施予定のない22市町に前向きに検討

してもらうようにしたい。南勢が弱い。花田

先生、山中先生のどちらかにコンソーシアム

に入ってもらう。北は近藤先生、水谷先生、

津市は早川先生、野村先生。松阪市は大久保

先生に相談。紀北は加藤先生にまかせる。乳

幼児保健部会とは別に医師会にコンソーシア

ムを作る。県の小児科医会よりも県医師会の

御旗を立てた方がよいと思われる。

〇野村副会長：小児科医会よりスキーム例をも

とに県医師会へ文書を提出。その後県の理事

会で提案してみよう。

令和７年度から実施予定の７市町は実施で

きるのか。

〇田中委員：準備はしていて日程は検討中だが、

実施が難しそう。動いてはいる。５歳児健診

だけがクローズアップされがちであるが５歳

児健診後のフォローアップ体制を整えること

が重要である。フォローアップ体制には保健

福祉医療教育の４者がお互いに連携を取り合っ

て就学まできちんとその子とその家庭を導く

ためのフォローアップ体制を各地区で構築す

るため助言・支援を県医師会はとっていきた

い。このために県子ども心身との連携は不可

欠と考える。
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� 小児（発達障害等）の受け入れに関する周知

について

〇野村副会長：９病院、６診療所の医療機関が

小児（発達障害等）の受け入れに医療機関と

して名簿へ掲載することに協力いただけるこ

ととなった。名簿は三重県医師会で小児科・

精神科を主たる診療科として登録している会

員医療機関、三重県小児科医会会員及び三重

県教育委員会に書面をもって周知する予定。

� １か月児健診関係について

１か月児健診の診査票の母子手帳添付は今年度

より開始された１か月児健診の認知と注意点を健

診医に広く知ってもらうための第一歩と考える。

〇落合：１か月児健康診査票は母子手帳に挟む

項目を提案。志摩市はしおり３枚つづりで４

か月児、10か月児健康診査無料券と同等のも

のを発行している。30項目を国で決めている

が、４か月児健診医が必要な項目だけをまず

は貼ってもらえないか。健診した医療機関で

結果票を貼ってほしい。１か月児健診は診察

も難しく小児科医が実施することも重要。い

ずれは市町に複写用紙での健康診査票の依頼

をかけてほしいが、来年度は難しいので、ま

ずは三重中央医療センター、三重大学医学部

附属病院の協力で開始をする。４か月児健診

医にわかる方法を。簡易版でスタート。淀谷

委員の役割は教授、豊田先生への橋渡しと後

輩への教育周知。

〇淀谷委員：大学のスタッフは忙しく当直を月

７～８回行っているので研修会参加は難しい。

中堅ではなくレジデント対象に研修会を開い

てはどうか。県総は健診をレジデントが行っ

ている。日赤はしていない。松阪中央総合病

院は不明。

〇杉野委員：三重中央医療センターはトライア

ルで開始可能（資料３）。乳健委員会として

母子手帳に添付し４か月児健診の参考になる

結果表を作成し三重中央医療センターと大学

医師が実施している産科診療での１か月児健

診で活用してもらい４か月児健診医の評価を

みるスタディーを開始する。県も来年度１か

月児健診しおりの検討会を開始予定であり県

内ではすでに実施している自治体もあり１か

月児健康診査票の県内統一への一歩と考える。

〇田中委員：松阪市、熊野市は母子手帳にすで

に貼っているが、貼るという周知は行ってい

ない。７市町はすでに貼れるしおりを３枚複

写で作っている。９市町は貼れる。22市町か

ら29市町に近日中になる。

〇西﨑委員：来年度は県としても１か月児健診

しおり作成の検討会調整、予算獲得をしてい

きたい。そのための検討会は県が実施、そこ

で検討していきたい。意見は来年度お願いし

たい。詳細はもう少し予算議論が固まった段

階、年明け、おそらく２月ぐらい。令和８年

度は集合契約できるようにしていきたい。

次回は、2025年３月６日�午後１時半開始。

（部会長 落合 仁 記）
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開催日時：令和７年３月６日� 午後１時30分

開催場所：三重県医師会館 地域医療委員会室

議事概要

� 小児（発達障害等）の受け入れに関する周知

について

○野村副会長：（資料１参考）小児の発達障害等

の受け入れが可能であり、かつ名簿掲載の同意

を得た医療機関を病院、診療所でまとめた。

○柿元委員：名簿に三重県立子ども心身発達医療

センターが入っていないがいいのか。

○医師会：三重県立子ども心身発達医療センター

が受け入れに関してパンク状態で作成したリス

トなので入れていない。

○野村副会長：小児の受け入れに関して最終手段

が三重県立子ども心身発達医療センターのため、

名簿に入れると問い合わせが集中してしまう。

名簿の配布先は小児科、精神科を標ぼうとする

医療機関を予定。

三重県立子ども心身発達医療センターについ

ては柿元委員から中西センター長に確認しても

らい医師会へ返答してもらうこととなった。

○落合：心療内科の名簿記載については、以前、

齋藤理事は認めるべきではないとの意見だった。

○野村副会長：心療内科も掲載可能と手をあげた

ところは掲載した。

○早川委員：掲載不可とした診療所はあったのか。

○野村副会長：掲載不可とした診療所は計３施設

あった。

○梅本委員：受け入れ可能の精神疾患でうつ病が

入っているが、「問題行動となるうつ病」と記

載し精神疾患というカテゴリーではなく「精神

状態」という記載の方が良いかも。

○柿元委員：「問題行動」と大人が決めつけるの

はどうかと思うので、あえて書かず、タイトル

を変えた方が良い。三重県立子ども心身発達医

療センターは二次医療機関として記載してほし

い。

以上の修正を行い、小児科・精神科・心療内

科を主たる診療科として登録している医師会会

員医療機関に送付することとなった。

� １か月児・５歳児健康診査関係について

○野村副会長：子ども家庭庁から日本医師会へ、

１か月児・５歳児健康診査支援事業に関する説

明があった。１か月児健診を公費で実施してい

るのは全国平均７～36％。三重県は14～72％。

５歳児健診を公費で実施しているのは全国平均

３～13％、三重県は０～３％。三重県方式と同

様にこれまで実施してきた他県も同じ割合。三

重県のピックアップ方式でも認めてほしいと訴

えた。他県からも同様の訴えがあった。

国の補助条件は集団実施が原則となっている

が、今後２～３年を目途に対象となる乳幼児全

報報 告告

令和６年度第３回乳幼児保健部会

資料１
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てに実施する体制を構築したいと通知。令和６

年より以前に県内ですでに実施している市町で

補助を申請したところはすべて断られた。この

「２～３年を目途」という記載は、公式の場で

はないが２～３年という文言を国として修正す

ることは難しいので、うやむやに「２～３年」

を解釈すればいいのではないかと担当者は話し

ていた。前回申請時よりはハードルが下がって

いると話があったので、再度県内の８市町が申

請すれば認めてもらえる可能性があるのではな

いか。

○落合：１月24日の自見はな子議員と子ども家庭

庁 高橋氏の話では、全対象という言葉は残る

がピックアップ方式を止めるということではな

いとの流れになってきている。以前、国は半額

負担で５歳児健診の金額を上げたが、ピックアッ

プ方式でも良いと言ってあげないと市町が手を

あげようとしないかもと常任理事はその感覚を

持っている。

東海地方会の幹事会でも、５歳児健診はピッ

クアップ方式でもよいのではないかという意見

が複数出ていた。県内のように保育士や保健師

がスクリーニングを行うことで保育士や保健師

のスキルもあがってきている。

○西﨑委員：令和７年度の国の予算は国会で令和

６年度同様に通っているのでかわりはない。

○落合：申請項目は前回の申請同様に紙の状態で

出すのか。名張市は前回申請せず、鈴鹿市は申

請して断られた。

○西﨑委員：次年度予算は前年度の夏から秋に予

算立てをするので、今の時点では既に令和７年

度の予算は立っているため今申請は難しい。国、

市町村が２分の１で負担するので、市町も予算

を立てていないといけない。令和７年度は難し

いが、令和７年度の補正予算を含めて考えるか

は市町の考え方次第。一番早いのは令和８年度

予算で予算取りをすること。年度初めに令和７

年度予算がわかった時点で県が市町に説明をす

るので、５歳児健診のことを市町に話すことは

可能。

○落合：亀山市の場合は補正を組むなら予備費で

組み込むと思うが、市議会が終わっているので、

国が動くなら動く素地はある。

○西﨑委員：８市町が補正を組むのであれば６月、

９月議会で補正を組んでいただくことは可能。

国の予算締め切り日もあるので、４月に説明す

ることとする。

本年１月、日本小児科学会と日本小児科医会

合同で全国47都道府県ごとに大学と小児科医会

に合同でコンソーシアムを設置することを要望

され、２月に全国で運営が開始された。今後、

全国の５歳児健診の情報交換が定期的に行われ

ることとなる。

○落合：１か月児健診よりも５歳児健診の構築を

先にする流れがある。三重県はもともとNormal

populationをして、４か月、10か月、１歳半、

３歳半、プリ・プレネイタルを一連の流れとし

て県医師会は動いている。

５歳児健診のコンソーシアムの会合があり、

愛知県、岐阜県、三重県の窓口担当者が出席し

た。名古屋市立大学の斎藤教授が東海地区のま

とめ役。ただ斎藤教授は不在のため、名古屋大

学の高橋教授がチェアマンとして話された。５

歳児健診をスポット健診とは思っていない、地

域における育児支援の体制構築なくして健診は

難しい。素地がないところに根付くわけではな

い、プレネイタルから考える必要がある。ブラ

イトフューチャーにのることが大切。名古屋大

学の方針を話されたが、愛知県は４大学がある

ので地域格差がある。岐阜県も広いのでまずは

岐阜市から広める方針。

コンソーシアム会議の代表は教授であること

が条件のため三重大学の平山教授が就任。日本

小児科学会東海地方会の理事は県から一見先生

に依頼した。会議をしたいと平山教授に提案さ

れたがメンバーの参加調整が難しいので、県医

師会乳幼児保健部会をワーキンググループとし

て主に県の意見として挙げ、コンソーシアムの

方向性を決め、第１回会議の協議項目とする。

〈三重県における５歳児健康診査の体制整備〉

１．Normalpopulationの健康診査体制をとら

ない

２．ピックアップ方式をとる

３．県内29市町の乳幼児健診委員会の運営を基

本とする

４．医療資源の乏しい地区へのカンファレンス

を含め小児科医の派遣を大学と連携する

５．大学、三重県が企画している小児科精神領

域の専門研修医の実体は県医療審議会に明記

された文章を確認
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６．CLMを普及させる。大学公衆衛生学との共

同による三重県の母子保健の研究

○落合：乳幼児健診委員会の市町の開催状況はど

うか。

○稲持委員：名張市の委員会名は「乳幼児保健検

討委員会」

○水谷委員：四日市市は以前作ったが、現在は動

いていない。「乳児健診検討委員会」という名

前で行政が担当。

○西﨑委員：最近四日市市に問い合わせた際、行

政は郡市医師会が主導でコロナ以降行政は参加

していないと話していた。

○梅本委員：津市は３か月に１回、津地区医師会

が実施。久居一志地区医師会も参加しているが

主催は津地区医師会。

○落合：亀山市は市が主導。

○田中委員：県の調査によると、市町で違う。

○落合：基盤がないと結びつかない。１歳半、３

歳半のベースがないといけない。行政と医師会

が参加する乳幼児保健検討会は必要。各市町の

状況はどうなっているのか。

○稲持委員：県の歴史として小島先生が個別健診

を作って、各郡市医師会に検討会ができたはず

だが、実際は実施しているところがほとんどな

かった。三重県は乳幼児健診を集団ではなく個

別健診と決めた。小島先生の議事は残っていな

いのか。小島先生が記載されたマニュアルの初

版に書いてあるはず。１歳半、３歳半健診は法

定健診。１歳になる前に計２回内閣府の局長通

達で健診をするよう指示があったので、三重県

では４か月児、10か月児健診は実施している。

しかし他県では４か月児健診はしているが、７

か月児、10か月児健診は健康相談でしていると

ころがある。

○落合：健診研修をして実施している。その健診

にワクチンの相互乗り入れを神谷先生が提案し

て三重県では実施。どこでも同じワクチン供与

を受けるべきだと、先進的に三重県が実施した。

四日市市は以前長尾先生が一任されていた。

○田中委員：桑名市は桑員地区で実施している。

松阪市は情報がつかめていない。

○稲持委員：松阪市はベビーグループで実施して

いる。伊賀市は１シーズンに１回実施。

○落合：ベビーグループは大久保先生が実施して

いるけど医師が集まっておらず、詳細不明。伊

勢市は年１回、志摩は年４回。紀北は加藤小児

科で完結。熊野市は大石先生が公民館で実施し

ており息子さんに引き継がれつつある。

○小川委員：大石先生の地区は年９名程度で、公

民館に数名を集めて実施してもらっている。紀

南病院しか医師がいないので、紀南母子という

協議会を立ち上げて、健診だけでなく、事業を

打ち合わせている。熊野市は20年委員会をして

いなかったが今後は３市町合同で健診を行う予

定。

○稲持委員：健診費用は三重県では交付税措置で

県はお金を出していない。

○西﨑委員：交付税は国からどんぶり勘定で来て

いる。１か月児、５歳児は国の補助金であり交

付税とは違う。

○稲持委員：名張市は自腹で実施しており、すで

に体制整備が済んでいる。補助は受けてきてい

ない。

○落合：お金どうこうではなくまずは基盤。

� その他

○落合：今週医療審議会があり、三重県と三重大

学は小児精神の専門医を確保する研修をすすめ

ていると話があった。

○柿元委員：大学から２名（宮田先生、塩野先生）、

他県から１名研修にきている。来年度は塩野先

生が抜けて、山口先生という研修医が入る。塩

野先生は鈴鹿中央総合病院で児童精神を続けて

いく予定。専門性をもった先生が市町にいける。

○落合：県で小児科医がいない市町の健診事業や

精神診療に大学から人員を派遣してほしいが、

教授がそれは開業医の仕事だと。研修を終えた

大橋先生、東先生が地域にでていくのは教授が

許していない。

○杉野委員：ぜひ精神科研修を終えた医師が大学

に戻って、小児科医の手が届かない地域の健診

に携わってほしい。以前より健診に興味のある

若手は増えてきている。

○水谷委員：四日市市では医師１人あたり年４～

５回。リタイアされた二宮先生、坂先生に健診

をしていただける。

○梅本委員：津市ではママ元気ネットワークがあっ

て、三重大学精神科、福山先生も担当。毎回SHR

まで50名ほど。小児科の発達というか環境要因

に飲み込まれてしまっているので、そのサポー
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トが必要。保育士、保健師がうつ、SHRに飲み

込まれてしまっている。

○野村副会長：以前CLMを医師会のマニュアルに

載せてもいいか西田先生にお願いをした。CLM

の研修を中村さんにお願いして三重県医師会で

実施したことはあるが、５歳児健診マニュアル

に掲載することは許可が下りていない。そこか

ら10数年経っているが、まだできないか。

○柿元委員：CLMはアセスメントツールなので、

掲載できるものではないかも。

○田中委員：４か月児健診の無料券が新しくなる。

３月中旬頃に郵送する。

○落合：すこやか親子21と成育基本法の組織図は。

○田中委員：県では医療保険審議会の下部組織と

してすこやか親子21がある。

○西﨑委員：すこやか親子21はこども家庭庁。

○落合：県の第８次計画と大学の方針にずれがあ

る。

現在、産前産後ケア事業でEPDSを出産１週１

か月時に母親の精神状況を点数化し、産後うつ

予防も寄与している。しかし、乳児健康診査を

実施している１か月児健診以降の健診医に母親

の精神状態がわからず、三重県産婦人科医会に

依頼、母子手帳P15「出産後の母体の経過」に

EPDSの点数を記載していただくことになった。

本年１月より三重大学小児科と三重中央医療

センターが１か月児健康診査の結果票を添付し、

４か月児健診医の参考になるものと考える。県

も今年度同様な書式の検討にうつる予定と報告

を受けている。このような書式が県内統一され

４か月児健診が充実することが期待される。

次回は2025年４月24日�午後２時開始。

（部会長 落合 仁 記）

資料２

資料３



  三重医発第４２９号

 令和７年６月１１日

三重県内分娩取扱医療機関 各位

公益社団法人 三重県医師会

担当副会長  野 村 豊 樹

母子乳幼児委員会乳幼児保健部会

部会長 落 合 仁

  産前産後の親子安心サポート検討会

部会長   小 畑 英 慎

「EPDS スタンプ」送付のご案内 

平素より、三重県の母子保健施策へのご理解とご協力を賜り、誠にあり

がとうございます。

現在、産婦健康診査において判定いただいている EPDS および２項目

評価の結果が、乳児健康診査（１か月・４か月）の際に母子健康手帳上で

確認することができず、保護者の出産前後の心の健康状態を十分に把握で

きないまま、早期養育支援の機会を逃すことが危惧されています。

こうした状況を踏まえ、三重県医師会では産前産後の切れ目のない支援

体制の一環として、「EPDS スタンプ」を県内分娩取扱医療機関に配布さ

せていただくことといたしました。

つきましては、母子健康手帳への押印・記録にご協力を賜りますよう、

何卒よろしくお願い申し上げます。
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■ 使用目的： 

• 母子健康手帳内に EPDS スコアと重要２項目の結果を記録し、乳児

健康診査等での継続的な支援につなげるため。 

■ スタンプ記載内容（記入欄付き）： 
２W EPDS  点 ／ ２項目 あり ・ なし 

１M EPDS  点 ／ ２項目 あり ・ なし 

■ ご協力のお願い： 

• 産後２週および産後１か月に EPDS を実施した際に、スタンプを母

子健康手帳の「出産後の母親の経過」欄の空白部分に押印していた

だきますようお願い申し上げます。 

ご不明な点や追加でご入用の場合等ございましたら、以下までご連絡く

ださい。 

今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
三重県母子乳幼児委員会 
乳幼児保健部会事務局 

TEL：059-228-3822 
FAX：059-225-7801 

 
 



送付先：2025 年 5月時点 計 26 施設 
 
病院（13 施設） 

1. 桑名市総合医療センター（桑名市） 
2. ヨナハ丘の上病院（桑名市） 
3. 三重北医療センターいなべ総合病院（いなべ市） 
4. 三重県立総合医療センター（四日市市） 
5. 市立四日市病院（四日市市） 
6. みたき総合病院（四日市市） 
7. 白子ウィメンズホスピタル（鈴鹿市） 
8. 三重大医学部附属病院（津市） 
9. 三重中央医療センター（津市） 
10. 済生会松阪総合病院（松阪市） 
11. 伊勢赤十字病院（伊勢市） 
12. 尾鷲総合病院（尾鷲市） 
13. 森川病院（伊賀市） 

 
診療所（13施設） 

1. 小塚産婦人科（桑名市） 
2. おばたレディースクリニック（四日市市） 
3. 守屋レディースクリニック（四日市市） 
4. 四日市レディースクリニック（四日市市） 
5. 鈴木レディースクリニック（鈴鹿市） 
6. 宮崎産婦人科（鈴鹿市） 
7. セントローズクリニック（津市） 
8. ヤナセクリニック（津市） 
9. 南産婦人科（松阪市） 
10. ナオミレディースクリニック（松阪市） 
11. 菊川産婦人科（伊勢市） 
12. 玉石産婦人科（伊勢市） 
13. 大石産婦人科医院（熊野市） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 



スタンプの追加をご希望の場合は、下記項目をご記入のうえ、 

令和７年６月２０日（金）までに、三重県医師会宛に FAX（059-225-7801）にて

ご送付くださいますようお願いいたします 

 

病院名：      

ご所属： 

ご住所：〒 

電話番号：  

メールアドレス：  

ご希望数量：      個 

※できる限り対応いたしますが、ご希望の数量に添えない場合もございます。 
何卒ご理解のほどお願いいたします。 

ご担当者氏名：  

 

 



令和7年6月16日現在

１．母子保健衛生費国庫補助金を活用した５歳児健診の実施状況について

(1) 実施状況

➀ R7年度から実施・実施予定 3 桑名市 鈴鹿市 伊勢市

② R8年度に実施予定 4 亀山市 熊野市 御浜町 紀宝町

➂ R9年度以降に実施予定・時期未定 7 四日市市 津市 多気町 鳥羽市 志摩市 度会町 伊賀市

いなべ市 木曽岬町 東員町 菰野町 朝日町 川越町 松阪市

明和町 大台町 玉城町 南伊勢町 大紀町 名張市 尾鷲市

紀北町

令和７年度５歳児健康診査実施状況について(暫定版）

④ 実施予定なし 15
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三重県小児科医会

母子保健委員会報告

令和７年６月２２日（日）津医師会館
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第１回コンソーシアム会議
（１ヶ月、５歳児健診コンソーシアム）

三重県小児科医会会長 落合 仁
三重大学小児科学教授 平山 雅浩





三重県１か月児健診・５歳児健診推進体制（コンソーシアム）メンバー

大学小児科
平山 雅浩（三重大学）

059-232-1111
hirayama@med.mie-u.ac.jp

豊田 秀実（三重大学） htoyoda@med.mie-u.ac.jp

県子ども心身
(発達障害療育機関) 中西 大介（センター長） 059-253-2000 nakand01@pref.mie.lg.jp

医師会 野村 豊樹（県医師会副会長） nomuracop@nifty.com

日本小児科学会
東海地方会理事（三重県） 一見 良司（伊勢赤十字） r-ichimi@ise.jrc.or.jp

小児科医会
落合 仁（三重県小児科医会会長） zin-o@siren.ocn.ne.jp
淀谷 典子（三重大学） noriko.yodoya@hotmail.co.jp

三重県医療保健部 栗原 康輔（医療政策総括艦） 059-224-2251 kousuke_kurihara@yahoo.co.jp

三重県子ども・福祉部子ども
の育ち支援課母子保健班

西野 三佳（課長補佐兼班長）
059-224-2248

kataum00@pref.mie.lg.jp

山川 秀美（主査） ishihh00@pref.mie.lg.jp

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー

三重県教育委員会事務局生徒
指導課不登校支援班

杉江 清（係長（充指導主事））
059-213-6611

sugiek00@pref.mie.lg.jp

伊藤 貴史（主査） itout51@pref.mie.lg.jp

津市こども家庭センター 嶌田 まり子（発達支援担当副参事） 059-229-3374 X2442＠city.tsu.lg.jp

名張市子ども発達支援
センター 飯田 昌子 0595-62-1088 hattatsushien@city.nabari.lg.jp

鳥羽市健康福祉課
地域包括支援センター 澤田 博華 0599-25-1182 hiroka-m@city.toba.lg.jp

ワーキンググループ 三重県医師会 本会母子・乳幼児保健委
員会 乳幼児保健部会委員
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議題

5歳児健康診査推進委員会（コンソーシアム）進捗状況（令和7年5月現在）
①三重県子ども福祉部→29市町への5歳児健診現状

問題点及び要望のアンケート実施（令和6年9月実施）

②三重県医師会宛5歳児健診に会員の協力依頼
→県内郡市医師会への医師会会員の協力通知（令和6年10月実施）

③三重県5歳児健診推進体制（コンソーシアム）委員決定（令和7年1月）
県内5歳児健診実施市町への聞き取り

④県内29市町の就学児健診後小1・2年での判定変更率を確認→県教育委員会に検討依頼

⑤健やか親子いきいきプランみえ（第3次）→1ヵ月児・５歳児健診実施市町数の明記



協議項目

三重県における5歳児健康診査の体制整備
①Normal populationの健康診査体制をとらない
②ピックアップ方式をとる

③県内29市町に設置されている乳幼児健診委員会が運営を基本とする
医師会：①桑名②いなべ③四日市④鈴鹿市⑤亀山⑥津地区⑦久居一志地区

⑧松阪地区⑨伊勢地区⑩志摩⑪紀北⑫紀南⑬伊賀⑭名賀⑮三重大学
④医療資源の乏しい地区へのカンファランス含め小児科医の派遣を大学と連携する
⑤大学、三重県が企画している小児科精神領域の専門研修医の実体と本事業への参画
＜県医療審議会に明記された文章の確認＞

⑥CLMを普及させる
大学公衆衛生学との共同による三重県の母子保健の研究



５歳児健診２次スクリーニング検査への派遣医師

山川紀子先生（明和病院）

大橋浩先生（三重病院）

中村知美先生（三重病院）

塩野愛先生（子ども心身発達医療センター→７月から明和病院）

東礼次郎先生（三重病院）

宮田光顕先生（子供心身発達医療センター）

山口祐先生（子供心身発達医療センター）



事 務 連 絡 

令和７年６月 10日 

  都 道 府 県 

各  市 町 村  母子保健主管部（局） 御中 

    特 別 区 

こども家庭庁成育局母子保健課 

令和７年度（令和６年度からの繰越分）母子保健衛生費国庫補助金（うち「「１

か月児」及び「５歳児」健康診査支援事業」）に係る Q&Aについて 

平素より、母子保健行政に格別のご高配賜り、厚く御礼申し上げます。 

今般、令和７年度（令和６年度からの繰越分）母子保健衛生費国庫補助金（う

ち「「１か月児」及び「５歳児」健康診査支援事業」）に係る Q&A を作成しまし

たので、各種事業の実施に当たりご参照いただきますようお願いいたします。 

 

 

（担当） 

こども家庭庁成育局 

母子保健課 母子保健係 

Tel:03-6862-0413 

E-mail:boshihoken.kakari@cfa.go.jp

資料３-５



 

別添 

 

令和７年度（令和６年度からの繰越分）母子保健衛生費国庫補助金（うち

「「１か月児」及び「５歳児」健康診査支援事業」）に係る Q&A 

 

 
【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問１ １か月児健康診査と５歳児健康診査はどちらも実施することが必要か。 

（答） 

○ 一方の健康診査（以下、「健診」という。）のみの実施でも国庫補助の対象

となりますが、出生早期の身体疾患等のスクリーニングを主目的とする１か

月児健診、発達障害等のスクリーニングを主目的とする５歳児健診のいずれ

も重要と考えており、早期の全国展開に向けて、積極的に２つの健診の実施

を進めていただきたいと考えています。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問２ 実施対象者について、実施要綱上に定められる時期を超える、または満た

さない場合は対象とならないか。特に５歳児健康診査について、事前の聞き

取りやアンケート等を組み合わせて、発達等に課題のある幼児等を対象に

健康診査を実施した場合、スクリーニングの実施時期および健康診査の実

施時期が標準的な実施期間の範囲外であっても国庫補助の対象となるか。 

（答） 

○ 原則として、実施要綱に定めた時期の乳幼児を対象に健診を実施していた

だくこととなります。ただし、例えば家庭の事情やゴールデンウィーク・年

末年始等の連休等により、当該時期に健診を受けられなかったため、実施す

る時期が多少前後した場合等については、国庫補助の対象として差し支えあ

りません。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問３－１ 実施対象者の保護者全員にアンケートを実施し、その中から発達障

害等の疑いのある幼児に対してのみ、５歳児健康診査を行う場合は対象と

なるか。 

（答） 

○ 乳幼児健診については、全ての乳幼児の健康の保持及び増進が図られるよ

う、対象となる年齢の乳幼児全てに対し、医師及びその他医療専門職（以下

「医師等」という。）による健診を実施することが望ましいと考えていま

す。 

 



 

○ このため、まずは、５歳児健診について、保育所・幼稚園・認定こども園

等（以下「保育所等」という。）における定期健康診断等の機会を活用する

等により上記の健診を実施する「園医方式」や、医師、保健師、心理専門職

等がチームを組み、保育所等や家庭を巡回して上記の健診を実施する「巡回

方式」を組み合わせて実施する場合も国庫補助の対象となりますので、対象

となる年齢の幼児全てに、医師等による健診が実施されるよう、実施要綱の

留意事項を参照いただき、柔軟な対応を検討ください。 

 

〇 一方で、地域によっては、５歳児健診を実施するために必要な医師等の十

分な確保が困難な場合もあると承知しています。 

このため、当面※の対応として、 

１ 事前の聞き取りやアンケート等を組み合わせて、発達等に課題のある幼

児等を対象に健診を実施することや、 

２ 保育所等の定期健康診断等を活用することを含めて、管内の一部地域に

おいて健診をモデル実施すること（上記 1 に記載の方法による実施を含

む） 

も差し支えないことといたします。 

なお、現在、こども家庭科学研究班において、「全５歳児を対象に医師が

診察する健診」と「事前のスクリーニング等により発達等に課題があると判

断された５歳児を対象に医師が診察する健診」との効果の比較や、これらの

健診に関するエビデンスの収集等を進めています。 

その結果を踏まえ、今後、本事業の実施方法のあり方を検討する予定であ

り、当該検討の結果については、改めてお知らせいたします。 

※ 少なくとも今後２～３年間程度 

 

○ ただし、上記「当面の対応」により本事業を行う場合であっても、実施要

綱の（５）項目等に定められる事項については全て実施する必要がありま

す。 

また、５歳児健診を担当する医師等の確保を含む実施体制の整備に向け

て、都道府県とも連携し、医師等に対する研修の実施や、医師会等の関係団

体との医師派遣の調整等、必要な対応を行っていただくようお願いいたしま

す。 

 

○ このほか、上記「当面の対応」の１の健診を実施する場合には、 

 ① 発達等に課題のある幼児等の判断については、保育所等とも連携し、普

段から当該幼児と関わりのある保育士等からの聞き取り等により、集団生

活におけるこどもの様子を踏まえて適切に判断を行うこと、 

 ② 保育所等に通っていない幼児（いわゆる未就園児）等、①による判断が

困難な幼児については、健診の対象とすること、 

 ③ 発達等への課題が指摘されていない場合でも、必要に応じて、適切な生

活習慣を身につけるための保健指導や育児に関する相談等の子育て支援を

行うこと、 

 等、実効性のある健診を実施いただくようお願いいたします。 



 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問３－２ 事前の聞き取りやアンケート等を組み合わせて、発達等に課題のあ

る幼児等を対象に健康診査を実施する場合、既に医療や療育を受けている

幼児は対象から外してよいか。  

（答） 

○ 事前の聞き取りやアンケート等を組み合わせて、発達等に課題のある幼児

等を対象に健診を実施する場合、既に医療や療育を受けている幼児について

は、対象から外しても差し支えありません。 

ただし、この場合であっても、対象児の状況を把握している関係機関（療育

機関等）との情報共有や連携を十分に行い、切れ目のない支援体制を確保する

よう努めてください。  

また、既に医療や療育を受けている場合であっても、５歳児健診の機会を活

用して、保護者からの相談に応じることや、就学に向けた準備や支援の調整を

行うことは有意義であるため、保護者から健診受診の希望があった場合には、

希望される内容に応じて、柔軟に対応するよう努めてください。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問４ １か月児健康診査の実施に当たり、赤ちゃん訪問等において、実施要綱の

（５）項目等に定められる事項の一部の把握を行うことで、全ての事項の確

認を行う場合は対象となるか。 

（答） 

○ 本事業における１か月児健診は、対象となる年齢の乳児全てに、医師等に

よる健診を実施することとしております。また、実施要綱の（５）項目等に

定められる事項については全て実施する必要があります。 

 

○ なお、１か月児健診時に、赤ちゃん訪問等で事前に把握された内容（新生

児聴覚検査、先天性代謝異常等検査の実施状況の確認やビタミン K₂投与の実

施状況、育児上問題となる事項）を医師が確認した上で、健診を行う場合は

国庫補助の対象として差し支えありません。ただし、医師が健診時に確認し

ていない場合や、健診後に赤ちゃん訪問等で確認する場合は、国庫補助の対

象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問５ １か月児健康診査を実施する医療機関（以下「実施機関」という。）から

市町村に報告される健康診査の結果は、どの範囲まで報告される必要があ

るか。 

（答） 

○ 基本的には、すでに各市町村で実施している、医療機関に委託して行う乳

幼児の個別健診において、市町村が求めている報告内容や頻度（以下「報告

内容等」という。）と同様の考え方で、報告内容等を決めていただいて差し

支えありませんが、「乳幼児に対する健康診査の実施について」（平成 10年

４月８日児発第 285 号厚生省児童家庭局長通知）の第１に定める総則的事項

もご参照の上、事後指導や精密検査等に適切につなげるために必要な事項が

遅滞なく報告されるよう、実施機関と連携してください。特に、１か月児健

診について受診の催促をしても未受診の場合や、保健師等による子育て支援

がすぐに必要となる場合等については、速やかな情報共有が行われることが

必要となります。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問６ １か月児健康診査を実施する医療機関（以下「実施機関」という。）に委

託して行う個別健康診査について、国庫補助の対象となるのは、国庫補助対

象期間中に実施された健康診査分なのか、あるいは、国庫補助対象期間中に

実施機関からの請求があった健康診査分なのか。 

（答） 

○ 国庫補助対象期間中に実施された健診分が国庫補助の対象となります。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問７ ５歳児健康診査の実施方法において、「原則として集団健康診査」とある

が、個別健康診査でも国庫補助の対象となるか。 

（答） 

○ ５歳児健診においては、医師、保健師、心理専門職、福祉、教育部門等の

多職種との連携を通して、支援体制を築きやすいこと等から集団健診が望ま

しいため、実施要綱において、５歳児健診については、「原則、市町村保健

センター等において行う集団健康診査」として実施するよう定めています。

なお、個別健診による実施を補助の対象外としているものではなく、医療機

関に委託して個別健診として実施した場合であっても、必要な健診内容が実

施され、その健診結果を踏まえて、必要な対応として、保健指導、カンファ

レンス等が多職種にて実施される場合は国庫補助の対象となります。 

 

 

 



 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問８ ５歳児健康診査の実施方法において、園医方式とは、具体的にどのような

方法を想定しているのか。 

（答） 

○ ５歳児健康診査マニュアル（令和３年度～５年度 こども家庭科学研究費

補助金成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）においては、「園医が毎年

行う健診を５歳児健診として実施するというものです。園医は普段から園児

に関する相談に乗っていて、保育士等ともコミュニケーションが取れている

というメリットがあります。そのため効率よく要点を絞って健診することが

できます。さらに保護者も園医には親近感があるため、園医からの様々な指

摘に納得しやすく、また相談もしやすいというメリットがあります。５歳児

健診を園医が担当するようになって、普段から保育士等から相談されること

で園の果たす役割を再認識することもあります。園と保護者と園医の三方に

メリットのある園医方式もよい工夫の例と言えるでしょう。園医方式の場合

においても自治体が主体となり園と連携しながら、保健指導、専門相談やフ

ォローアップ体制につなげることも重要です。」とされています。 

  また、園医方式を実施する際に、園の保育士等や、自治体の保健師、心理

担当職員等が園児の集団行動の場面を観察し、園医がその結果の報告を受け

て、健診を実施することで差し支えありません。 

なお、園医方式で実施する際には、対象となる年齢の幼児全てに、医師等

による健診が実施されるよう、保育所等に通っていない幼児（いわゆる未就

園児）や保育所等における健康診断に欠席した児等についても、個別健診又

は市町村保健センター等で行う集団健診等により、健診の対象とする必要が

あります。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問９ ５歳児健康診査の実施方法において、巡回方式とは、具体的にどのような

方法を想定しているのか。 

（答） 

○ ５歳児健康診査マニュアル（令和３年度～５年度 こども家庭科学研究費

補助金成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）においては、「専門の医師

や心理担当職員、保健師などが保育所等を訪問して実施します。具体的に

は、事前に保護者が記入した問診票を参考にしながら、５歳児（年中組）の

教室でこどもたちの行動を観察するというものです。利点としては①こども

たちの集団行動の場面を観察できる、②こども同士のかかわり方を観察でき

る、③保育所等の先生方と直接相談できる、という３つが挙げられます。保

護者が同席することが多いですが、事前に保護者の同意を取得し、保護者が

いない場面での様子を観察し、事後に保護者に結果を報告することもありま

す。」とされています。 

なお、巡回方式で実施する際には、対象となる年齢の幼児全てに、医師等

による健診が実施されるよう、保育所等に通っていない幼児（いわゆる未就



 

園児）や保育所等における健康診断に欠席した児等についても、個別健診又

は市町村保健センター等で行う集団健診等により、健診の対象とする必要が

あります。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問 10 ５歳児健康診査の実施要綱の（３）健康診査を実施する担当者に定めら

れる事項において、「十分な経験を有し、幼児の保健医療に習熟した医師、

保健師、管理栄養士、心理相談を担当する者等により実施すること」とある

が、医師が参加しなくも国庫補助の対象となるか。 

（答） 

○ 健康診査は、医師の参加のもと実施してください。そのうえで、幼児や発

達障害等の診察に習熟していない医師のみで、診察を行うことが困難な場合

には、心理担当職員や言語聴覚士等の専門職によるサポートにおいて、健診

を実施することは差し支えありません。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問 11 ５歳児健康診査の実施要綱の（５）項目等における「⑥ その他の疾病及

び異常の有無」について、胸腹部への聴診や触診等の診察を想定しているの

か。 

（答） 

○ ５歳児健康診査マニュアル（令和３年度～５年度 こども家庭科学研究費

補助金成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）においては、「（５歳児健診

における医師の診察について）医師や保健師等がこどもと会話をしたり、所

作を指示し、その様子や反応を医師が評価します。胸腹部への聴診や触診な

どの診察は必須ではありません。必要に応じて、胸腹部への聴診、触診、目

や耳などの診察を追加します。」とされています。５歳児健診において、実

施要綱の（５）項目等における「⑥ その他の疾病及び異常の有無」は、国

として特に指定するものはなく、自治体の実情や課題に鑑みて、自治体で疾

病や異常について設定していただくということで差し支えありません。その

評価にあたって、必要な問診、視診、触診、聴診、検査等の方法について

は、健診を行う医師の判断で差し支えありません。そして、医師は事前にそ

の他医療専門職のスタッフが収集した情報を参考にしながら、集団における

立ち振る舞い等の評価を実施いただくということで差し支えありません。 

 

 

 

 

 

 

 



 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問 12 ５歳児健康診査を複数日にわたって実施した場合も国庫補助の対象とな

るか。 

（答） 

○ ５歳児健診を複数日にわたって実施することは問題ありません。また、その

間隔についての具体的な規定はありませんが、対象者が４歳６か月から５歳

６か月の期間内に健診を実施するようご配慮をお願いします。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】   

問 13 問３－１の回答で、「対象となる年齢の乳幼児全てに対し、医師等による

健診を実施すること」とあるが、健康診査の受診率が 100％となることは難

しい。この「全てに実施」とはどこまでの範囲をいうのか。受診率が低くて

も国庫補助の対象となるか。 

（答） 

○ 「全てに実施」とは、市町村として対象年齢の児全てを対象とした健診体制

を整備し、実施することを意味しています。実際の健診の受診率が 100％に満

たない場合であっても、市町村として全対象者に健診の案内を送付する等、

全ての児を対象とした健診を実施している場合は国庫補助の対象となりま

す。  

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】   

問 14 ５歳児健康診査において、同時に歯科医師等による歯科健康診査（診察

とフッ素塗布）を実施する場合、その費用は国庫補助の対象となるか。 

（答） 

○ ５歳児健診は、実施要綱にお示ししたとおり、こどもの特性を早期に発見し、

特性に合わせた適切な支援を行うとともに、生活習慣、その他育児に関する

指導を行い、もって幼児の健康の保持及び増進を図ることを目的としていま

す。実施要綱の（５）項目等における「⑥ その他の疾病及び異常の有無」に、

歯科健診は想定しておりませんが、実施内容は自治体に委ねられております

ので、自治体が歯科健診を実施した場合には、その費用を対象経費として計

上することは、差し支えありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問 15 ５歳児健康診査における問診表について「参考にすること」とされてい

るが、問診票の内容を変更してもよいか。 

（答） 

○ 問診表については、各市町村が地域の実情に応じて内容を変更することは

可能ですが、少なくとも実施要綱の（５）項目等に定められる事項を全て把

握するのに必要な項目とする必要があります。問診表は健診の質を担保する

ための重要なツールであるため、５歳児健康診査マニュアル（令和３年度～

５年度 こども家庭科学研究費補助金成育疾患克服等次世代育成基盤研究事

業）等を参考に、対象児の特性や発達状況を適切に把握できる内容となるよ

う工夫してください。 

 

 

【1か月児及び５歳児健康診査支援事業】 

問 16 集団健康診査を実施する際に、地方交付税措置されているほかの乳幼児

健康診査（例：３歳児健康診査）と５歳児健康診査を同日・同会場において

実施してよいか。 

（答） 

○ 地方交付税措置されている他の健診と５歳児健診を同日・同会場において

実施することは差し支えありません。一方で、対象経費については、地方交

付税と重複しないよう整理を行ったうえで、申請をお願いします。 

 









































（案） 

仕  様  書

１ 業務名   令和７年度乳幼児健康診査体制整備事業業務委託 

２ 履行期間   契約日から令和８年３月３１日まで 

３ 履行場所  三重県内 

４ 事業の目的  

  国では令和１０年度までにすべての市町において「１か月児」及び「５歳児」健診の

実施を目標にしており、新たに国から健康診査マニュアルも示されている。三重県にお

いても、乳幼児健診の実施体制の整備に向けて、課題を整理し、関係機関との連携のあ

り方について検討するとともに、既存の三重県版マニュアルの改訂を行い、県内全域に

おいて一定水準の高い健診がなされることを目的とする。 

５ 業務の概要 

（１）乳幼児健診検討会の実施（年２回以上）

内 容：乳幼児健診や相談に携わる医師や保健師等が、現状を共有し、課題を整理し、

関係機関との連携の在り方について検討することで地域のネットワークの強化を

図るとともに、既存のマニュアルを改訂する。 

なお、乳幼児健診コンソーシアム及び乳幼児保健部会において検討会を兼ねる

ことができる。 

構成員：小児科・児童精神科等の医師、市町保健師、教育委員会等 

（２）「三重県母子保健・健診マニュアル」の改訂部分の印刷等及び関係医療機関や市町

母子保健担当課等への配布

（作成部数：３００部） 

（３）「三重県乳幼児健康診査マニュアル」の改訂部分の印刷等及び関係医療機関や市町

母子保健担当課等への配布 

（作成部数：３００部） 

（４）調査や集計等

（１）～（３）を実施するにあたり、必要に応じて調査及び集計を行うこととする。

５ 特記事項等 

（１）事業終了後、実施報告書を作成する。

（２）報告内容

次の活動や実績の内容を報告する。

ア 乳幼児健診検討会の内容及び出席者等

イ マニュアルの成果品と配布先

（３）報告書提出期限  令和８年３月３１日 

（４）個人情報の取扱については、別紙「個人情報の取扱に関する特記事項」を遵守する

こと。また、個人情報の保護に関する法律第１７６条、１８０条及び１８４条に、委

託を受けた事務に従事している者若しくは従事していた者等に対する罰則規定がある

ので留意すること。

（５）受託者は、業務を実施するにあたり、障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律を遵守するとともに、同法第７条第２項（合理的配慮の提供義務）に準じ適切に

資料３-７



 

                       

 

対応するものとする。 

（６）受託者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知った

ときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。 

（７）受託者は、業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等

排除措置要綱」第２条に規定する暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下

「暴力団等」という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

ア 断固として不当介入を拒否すること。 

イ 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

ウ 委託者に報告すること。 

エ 業務の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期等 

に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、委託者と協議を行うこと。 

（８）受託者が（７）のイ又はウの義務を怠ったときは、「三重県の締結する物件関係契約

からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落札資格停止要

綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じる。 

６  その他 

本仕様書に定めのない事項及び不明な点が生じたときは、その都度担当職員と協議す

ること。 

担当：  三重県子ども・福祉部 子どもの育ち支援課 母子保健班 山川 

電話：  059-224-2248 
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開催日時 令和７年２月９日� 午後１時30分

開催場所 三重県医師会館 大ホール

出 席 者 約121名

（会場参加：43名、Web参加：約78名）

医師：39名

保健師・看護師・助産師・保育士・

幼稚園教諭・行政関係者 他：82名

〔講演内容抄録〕

� 子どものヘルス・スーパービジョン

特定医療法人生仁会 須田病院

医師 阪下和美

１．本邦の小児医療・小児保健の現状と課題

現代の小児の健康課題に対応するためには、

二次予防（すでに生じている傷病の早期発見）

だけではなく、積極的な一次予防（傷病が生じ

る前の予防）が必要である。しかし、現行の健

診制度には一次予防の要素が十分ではない。ま

た、本邦では、小児医療へのフリーアクセスが

実現しており、すばらしい一方でその弊害もあ

る。医療機関を患者が選ぶことができるがゆえ

に、傷病の際に対応する医療従事者が都度異な

ることは多い。このような医療の在り方を筆者

は「点の医療」と考える。点の医療は健康教育

や指導などの一次予防的介入を非常に困難なも

のとする。

２．健康の社会的決定要因

昨今は、バイオサイコソーシャルモデルの概

念が広く認識されるようになった。すなわちバ

イオ（身体面）だけではなくサイコソーシャル

（心理社会面）の健やかさがそろって初めて、

人はwell-beingである、という考え方である。

子どもは自分以外の誰かからの庇護がなくては

生きていくことはできない存在であり、その健

康に対する心理社会面の影響は非常に大きい。

子どもを取り巻くすべての環境（子ども―養育

者・家族―地域・コミュニティ―行政・政策）

に存在する、健康に影響を与えうる因子を「健

康の社会的決定要因(SocialDeterminantof

Health、以下SDH)」と呼ぶ。子ども自身のSDH

には、気質・性格、発達の問題、慢性疾患の有

無などがある。養育者の要因としては、養育者

の生活習慣、嗜好、経済状況、居住環境、心身

の健康状態、家庭不和、家族の大きさ、家族の

文化・風習などがある。コミュニティには、地

理的条件やインフラストラクチャー、地域のつ

ながりの強さや文化・風習が含まれる。SDHに

は健康にポジティブに働く保護因子と、ネガティ

ブに働くリスク因子がある。保護因子は強めら

れるように、リスク因子は減らすことができる

よう、適切な指導や助言をすることが医療者の

役割である。社会面において、特に見逃したく

ないのは、逆境的小児期体験(Adversechildhood

experiences,以下ACEs)である。ACEsには、虐

待（身体的・精神的・性的・ネグレクト）や家

庭機能不全が含まれ、子どもの生涯の心身の健

康に悪影響を与えることが分かっている。

３．米国のヘルス・スーパービジョン診察

効果的な一次予防を行うために、米国の健診

（ヘルス・スーパービジョン診察）は参考にな

る。

ヘルス・スーパービジョン診察はかかりつけ

プライマリケア医による個別健診で、通常、子

ども一人につき30分以上をかける。出生前から

21歳のすべての子ども（基礎疾患のある子ども

も含む）が対象で、健診の頻度も高い。一次予

防と二次予防の両者が目的とされ、かつ一次予

防がかなり重視されている。身体診察、成長発

達の評価、予防接種に加え、丁寧な医療面接を

行う。親・子からの相談や質問に応じた上で、

SDHを詳細に聴取し、リスク因子・保護因子に

応じて子ども本人および養育者へ指導・助言を

報報 告告

令和６年度母子・乳幼児保健講習会

 

資料４-１



三 重 医 報令和７年４月１日発行 第 773号

―19―

する。さらに予期ガイダンスを提供する。思春

期には子どもと医師が１対１で話し合い心理社

会面を評価することが必須とされている。

４．日常診療でできるヘルス・スーパービジョン

診察

米国の形式をそのまま導入することは適切で

はないが、日常診療にヘルス・スーパービジョ

ン診察の概念を取り入れることはできる。受診

理由の対応だけではなく、もう一歩踏み込んだ

観察と病歴聴取を行う。「もう一言」声掛けす

ることで、心理社会面を評価し予防的介入をす

る機会が見つかり、本人および家族の健康意識

を向上させる・行動変容を促すことができるか

もしれない。

子どもの「こころとからだの健康」を最大限に

する「文化」を小児科医自らが作り、新たな役割

として担う。この概念変容が実現し小児医療がま

すます社会的に重要視されることを願う。

� 乳幼児期の食生活支援

大阪府立病院機構 大阪母子医療センター

栄養管理室 室長 西本裕紀子

【子どもの成長と食べることに関わる発達】

子どもの身長の成長には、乳幼児期は栄養の

摂取、前思春期は成長ホルモン、思春期は性ホ

ルモンが大きく影響しています。進化生物学の

理論では、いずれの成長段階においても、次の

成長段階への移行は可塑性があり環境的条件に

反応し、栄養が成長に大きな影響を与える乳幼

児期にエネルギーバランスが負になるような環

境要因があれば、ピジェネティックな変化をも

たらし、成長ホルモンが有意に成長を調節し始

めるようになる前思春期への移行が遅れ、これ

が最終的な成人身長に影響を与える最も重要な

決定要因であると述べられています。また、成

長ホルモンが成長因子IGF-1を産生するには、

食事から取り入れた栄養が必要なため、成長段

階にある子どもの栄養不足は体重増加不良、低

身長をもたらします。

定型発達児では、離乳食は哺乳期の原子反射

が消失してくる生後５～６か月頃から開始する

ことが望ましく、乳汁以外のものを少しずつ進

めることで固形食を食べることができるように

なり、介助食べから手づかみ食べをしながら、

徐々に食具を使って食べる練習をし、３歳頃に

は乳歯が生えそろい一人食べができるようになっ

て摂食嚥下機能が発達していきます。また、消

化吸収機能は、乳汁や離乳食を摂取していくこ

とでだいたい２～３歳ころまでに安定してきま

す。

【乳児期・離乳期の食生活支援】

母乳の栄養組成は、たんぱく質のエネルギー

比率が約７％と少なく、消化の良いホエイの比

率が高くアミノ酸組成も牛乳とは異なります。

乳児用調整乳は牛乳を原料に栄養組成を母乳に

近づけて作られた特別用途食品に位置づけられ

ており、母乳の代替えに赤ちゃんに与えること

ができる栄養です。一方、フォローアップミル

クは、メーカーによって栄養組成も異なり、母

乳の代替えには使用できませんが、離乳食が十

分に進んできた乳児が、牛乳・乳製品の代わり

に食品の一つとして使用することは、離乳期・

幼児期に不足しやすい鉄やカルシウム、ビタミ

ンＤなどの補充に有効と考えます。

平成27年度乳幼児栄養調査では、離乳食につ

いて困りごとを抱えている保護者は74％を超え

ています。赤ちゃんがいずれ一緒に食べる食事

は家族の食事です。それまでの間、赤ちゃんの

発達レベルに合わせた形態で少しずつ食べる練

習をしていく食事が離乳食であり、特別な食事

ではありません。家族と同じ食卓で一緒に食べ

て、楽しい体験をたくさん積み重ねていくこと

で、いろいろなものが食べられるようになって

いくこと、それぞれの赤ちゃんのペースで成長

曲線にそって成長していれば過度な心配は要ら

ないことを保護者に伝えて、赤ちゃんの食欲や

成長発達の状況に応じて食事の量や形態を調整

できるように支援することが大切です。また、

成長曲線で発育不良が確認された場合は早期に

介入し、保護者の気持ちを傾聴（共感、労い、

不安軽減）し、食生活リズムの調整、個別の問

題に対応し、家族と同じ美味しい食事を調整し

て一緒に楽しく食べることを継続支援していき

ます。

【幼児期の食生活支援】

幼児期の子どもは、好き嫌いやむら食いなど、

保護者を困らせることがたくさんありますが、

食べたがるものだけを食べたがる時に与えてい
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ると、生活リズムが乱れ、偏食が定着して栄養

の過不足が生じます。食の嗜好は脳の発達によ

る精神的適応が重要な役割を果たしています。

子どもの理解度に合わせて栄養教育を行いなが

ら、苦手な物も無理強いせず、一緒に食べる家

族が美味しそうに食べて、少しずつ促し、食べ

たら褒めて自信を持たせていくことで、食事を

楽しみ食べられるものが増えて行きます。

子どもにとって日々の食事は、栄養を取り入

れるだけではなく、味覚や嗜好の発達を促し、

健全な心と体を培い豊かな人間性を育む「食育」

そのものです。子どもと家族の食卓が健全で楽

しいものとなるような支援をしていきたいもの

です。

� 大学病院精神科から見た周産期メンタルヘル

スケア

三重大学医学部附属病院 精神科神経科

講師 福山孝治

妊産婦の死因として自殺が注目されるにつれ、

周産期メンタルヘルスに対する関心も高まって

いますが、精神科領域から見た周産期メンタル

ヘルスについて大学病院精神科の医師として感

じる問題点や必要と思われることについて提示

させていただきます。

精神科領域も他の医療の領域と同様に様々な

分野への細分化が進んでおり、周産期メンタル

ヘルスも精神科領域の一つとなっていますが、

残念ながら周産期メンタルヘルスの専門家は必

ずしも多いとは言えません。特に周産期メンタ

ルヘルスにおいては産婦人科との連携が必須と

なりますが、そこにはリエゾン精神医学の経験

が必要となります。「リエゾン」とはフランス

語で「つなぐ」「連携する」を意味する言葉で、

日本総合病院精神医学会では一般連携精神医学

専門医（精神科リエゾン専門医）の認定が行わ

れています。精神科リエゾン専門医はせん妄、

緩和ケアなど総合病院で必要とされる医療に対

する能力が担保されていますが、まだまだ希少

な存在と言わざるを得ません。しかし大学病院

精神科では日常的にリエゾン診療が行われてお

り、若手の医師が十分な経験を積める機会が提

供されています。その中でも周産期メンタルヘ

ルスに興味、関心を持つ精神科医を増やす取り

組みを続けたいと考えています。

一方で精神科以外の先生方からは精神科診療

の特徴は伝わりづらいのではないでしょうか。

例えば精神科受診が必要と思われる産後うつの

患者さんを産婦人科クリニックから精神科に紹

介する際に、精神科単科病院は患者さんの心理

的ハードルが高く、精神科クリニックは予約が

取れないといったお話をお聞きします。緊急性

が高く、入院やケースワークが必要な症例では

精神科単科病院への受診が望ましいと考えます

が、スムーズな受診につなげるためにも地域の

保健師と精神科単科病院のケースワーカーとの

連携が重要になると思います。また精神科の入

院治療が必要な妊婦症例においては産婦人科と

の連携が必要となることも多く、当院の精神科

病棟への入院が望ましいと考えます。しかし産

婦人科医療機関において産後うつの重症度を把

握することは難しく、精神科医療機関の選択や

精神科医療機関に対して適切に情報提供を行う

ことの難しさは未だに残っているのではないで

しょうか。

三重大学医学部附属病院 精神科神経科にお

いては周産期メンタルヘルスの診療として、精

神疾患合併妊娠に対するサポート、挙児希望例

に対するプレコセンプションケア、産後うつ・

産褥精神病への対応を行っています。症例数と

しては精神疾患合併妊娠に対するサポートが多

く、産前産後の薬剤調整や環境調整をケースワー

カーと共に行っています。希死念慮や自傷行為

がある例や支援者が少なく対応が困難な例では

地域の保健師や児童相談所とも連携しています

が、必要に応じて訪問看護の導入も行っていま

す。自立支援医療制度などの事前の準備が必要

ではありますが、精神疾患合併妊娠例ではすで

に導入されていることも多く、産後の困難な時

期に密度の高い訪問が可能な訪問看護は支援の

切り札と言える存在です。

周産期メンタルヘルスにおける様々な課題の

中で、精神科診療にスムーズに繋げられるかと

いう問題は未だに大きいものだと思います。精

神科医療機関ごとの差があり、また症例の重症

度の把握にも差が生じやすいことが要因ではな

いでしょうか。その克服には医療機関や保健師

などから相談を受け、適切な精神科診療に繋げ

るコーディネーターのような存在が有用と考え

られますが、そういったシステムの構築に至る
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には様々な課題があるように思えます。様々な

周産期メンタルヘルスのニーズに応えるために

も、総合病院の中だけでなく地域とも「リエゾ

ン」を構築していくために、周産期メンタルヘ

ルスに関心のある人材の育成に今後も携わって

いきたいと考えています。

日本医師会発行の「医師資格証」は、HPKIカードとして、電子署名や電子認証に利用できる他、顔写真を

貼付している為、提示する事で医師である事の証明にも利用できます。

発行手数料

日本医師会の会員：無料

日本医師会非会員：5,000円（税別）

年間利用料

日本医師会の会員：無料

日本医師会非会員：無料

更新手数料（有効期限：５年）

日本医師会の会員：無料

日本医師会非会員：5,000円（税別）
※有効期限：発行日から５回目の誕生日まで

申請方法

医師資格証の取得には、必要書類を「日本医師会 電子認証センター」に送付（マイナンバーカードを利用

してマイナポータルからの申請も可能）し、後日郵送される「医師資格証 発行完了通知」を受け取った後、

三重県医師会またはご所属の郡市医師会にて、対面での本人確認が必要です（要予約）。

○申請に必要な書類（日本医師会電子認証センターへ郵送）

・発行申請書（ホームページからダウンロード）

・住民票の写し（原本）

・医師免許証のコピー

・身分証明書のコピー

※詳しくは本会ホームページ「医師資格証の発行について」をご覧頂くか、日本医師会電子認証センター

（https://www.jmaca.med.or.jp/）のホームページをご覧下さい。
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「医師資格証」の発行について



（案） 
令和７年度 母子・乳幼児保健合同講習会

１． 開催日時：令和８年２月１日（日）or ２月１５日（日） 

午後１時３０分～同４時３０分

２．開催場所：津市桜橋二丁目１９１番４（津駅より東へ徒歩約１０分）

「三重県医師会館」 TEL 059-228-3822 
※Web での参加も可能。

３．対 象 者：医師、保健師、看護師、助産師、保育士、幼稚園教諭、栄養士、

医療従事者、行政関係者（県・各市町母子保健並びに児童福祉担当者等）

４．講  演：  

※講演の順番は未定。各講演１時間（質疑応答含む）

  【講演１】（６０分）

（座 長）三重県小児科医会長  

落 合   仁 氏

『 未   定 』

（講 師）

  【講演２】（６０分）

（座 長）三重県医師会副会長   野 村 豊 樹 氏

『   未 定   』

（講 師）

【講演３】（６０分）

 （座 長）三重県産婦人科医会長    小 畑 英 慎 氏

『   未   定   』

（講 師）

主  催 公益社団法人 三重県医師会

（共催予定）三重県／三重県産婦人科医会／三重県小児科医会／三重県精神科病院会／

三重県小児保健協会

合同開催 資料４-２
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